
（平成２１年１１月５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認高知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

高知厚生年金 事案 224 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年５月及び同年６月に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 43 年５月 10 日に、資格喪失日

に係る記録を同年７月 16 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を２万 2,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務  

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 43年５月１日から同年８月１日まで 

    私は、昭和 43 年５月１日から同年７月 31 日まで、Ａ社に勤務していた

にもかかわらず、申立期間が厚生年金保険に未加入とされているので、厚

生年金保険加入期間として認めてほしい。 

なお、私が保管する給料支払明細書では、昭和 43年６月分及び同年７月

分の給与から厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人が提出した昭和 43 年５月分から同年７月分までの給料支払明細書

及びＡ社が保管する申立人に係る履歴書が 43 年５月 10 日現在で作成され

ていることが確認できることから、申立人は、申立期間のうち、43 年５月

10日から同社に勤務していたことは確認できる。 

    また、申立人が提出した給与支払明細書のうち、昭和 43 年６月分及び同

年７月分の給与から厚生年金保険料が控除されていることが確認できると

ころ、Ａ社の現在の担当者は、当時のことは不明であるものの、同社では

数十年前から給与は 15 日締めの 25 日払いで、厚生年金保険料は翌月控除

である旨を供述している上、当時の複数の同僚は、試用期間は無かった旨

を供述していることから、申立人の給与から控除された保険料は同年５月

及び６月の保険料であると認められる。 



                      

  

さらに、申立人は、「Ａ社から、昭和 43 年８月分の給与が支給された

か否かは記憶に無い。」旨を供述していることから、申立人は、申立期間

のうち、昭和 43 年７月 15 日までＡ社に勤務していたものと考えても不自

然ではない。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年５

月 10 日から同年７月 15 日までの期間について、Ａ社に勤務し、43 年５月

及び同年６月に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものと認めることが相当である。 

    また、当該期間の標準報酬月額については、申立人が提出した昭和 43 年

６月分及び７月分の給料支払明細書から、２万 2,000 円とすることが妥当

である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、当該期間

の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の健康保険の番号に欠番が

無いことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたとは考え難

い上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された

場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会があったことと

なるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録してい

ないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪

等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る昭和 43 年５月及び同年６月に係る保険料の納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 43 年５月１日から同年５月９日までの期間

及び同年７月 16 日から同年８月１日までの期間における申立人の勤務実

態及び厚生年金保険料控除の有無等について、事業主及び同僚等からの供

述は得られない上、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、

ほかに申立内容を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金被保険者として、申立期間のうち、昭和 43 年７月に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。



                      

  

高知厚生年金 事案 225 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 26 年４月の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社におけ

る資格取得日に係る記録を同年４月１日に、資格喪失日に係る記録を同年５

月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 6,000 円とすることが必要であ

る。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年４月１日から同年 10月１日まで 

私は、昭和 26 年４月１日から同年９月 30 日まで、Ａ社に勤務していた

にもかかわらず、申立期間が厚生年金保険に未加入とされているので、厚

生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が提出した昭和 26 年４月分の給料支払明細書により、申立期間の

うち、昭和 26 年４月については、Ａ社に勤務し、当該期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

また、社会保険庁の記録によると、Ａ社の厚生年金保険の被保険者資格

の得喪日に係る記録の多数が「○月１日」とされていること、及び申立人

が提出した昭和 26 年４月分の給料支払明細書から判断すると、申立人は、

昭和 26 年４月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年５月１日

に厚生年金保険の被保険者資格を喪失していたものと考えることが相当で

ある。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 26 年４

月１日から同年５月１日までの期間について、Ａ社に勤務し、26 年４月の

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人が提出した昭和



                      

  

26年４月分の給料支払明細書から、6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は昭和 31 年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなってお

り、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いが、申立期間の健康保

険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の健康保険の番号に欠番が無いこと

から、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたとは考え難い上、仮

に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、

その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、い

ずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録していないとは考

え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届

出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 26年４

月の保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 26 年５月１日から同年 10 月１日までの期

間における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除の有無等について、

事業主及び同僚等からの供述は得られない上、申立人が当該期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる給

与明細書等の資料は無く、ほかに申立内容を確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 26 年５月か

ら同年９月までの厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 



                      

  

高知厚生年金 事案 226 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 57 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 14 万 2,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年 12月 31日から 57年１月１日まで 

   私は、試用期間も含め昭和 53 年 12 月末ごろから 56 年 12 月 31 日まで

Ａ社に勤務しており、56 年 12 月分の厚生年金保険料が給与から控除され

ていたことは給与支給明細票により明らかであるにもかかわらず、厚生年

金保険の被保険者資格の喪失日が 56 年 12 月 31 日とされ、申立期間が厚

生年金保険に未加入とされているので、厚生年金保険加入期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人が提出した昭和 56 年 12 月分の給与支給明細票、日記及び家計簿の

記載事項並びに当時のＡ社の経理事務担当者の供述から判断すると、申立人

が同社に 56 年 12 月 31 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出した昭和 56 年

12 月分の給与支給明細票及び社会保険事務所の 56 年 11 月の記録から、14

万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は昭和 57 年１月 20 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いが、事業主が資格喪失日を

57 年１月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを 56 年 12



                      

  

月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 56 年 12 月分

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

  

高知厚生年金 事案 227 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 17 年 12 月 15 日は 28 万 6,000

円、18年 12月 28日は 25万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 15日 

② 平成 18年 12月 28日 

    Ａ社から平成 17 年 12 月 15 日及び 18 年 12 月 28 日に賞与を支給され、

厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、事業主が当該賞与につ

いて、社会保険事務所に賞与支払届を提出していなかったため、厚生年金

保険料として納付されていない状況にある。 

Ａ社では、誤りに気付き、平成 21 年８月に社会保険事務所へ当該賞与

支払届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は

時効により納付できず、当該記録の訂正は行われたものの、保険給付は行

われない記録とされていることから、当該保険給付が行われるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する給料台帳等により、申立人は、平成 17 年 12 月 15 日及び

18 年 12 月 28 日に支給された賞与から厚生年金保険料を事業主により控除さ

れていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、Ａ社が保管する給料台帳におけ



                      

  

る当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、平成 17 年 12 月 15 日は 28

万 6,000円、18年 12月 28日は 25万 7,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成

21 年８月 19 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

高知厚生年金 事案 228 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 17 年 12 月 15 日は 25 万 2,000

円、18年 12月 28日は 22万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 15日 

② 平成 18年 12月 28日 

    Ａ社から平成 17 年 12 月 15 日及び 18 年 12 月 28 日に賞与を支給され、

厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、事業主が当該賞与につ

いて、社会保険事務所に賞与支払届を提出していなかったため、厚生年金

保険料として納付されていない状況にある。 

Ａ社では、誤りに気付き、平成 21 年８月に社会保険事務所へ当該賞与

支払届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は

時効により納付できず、当該記録の訂正は行われたものの、保険給付は行

われない記録とされていることから、当該保険給付が行われるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する給料台帳等により、申立人は、平成 17 年 12 月 15 日及び

18 年 12 月 28 日に支給された賞与から厚生年金保険料を事業主により控除さ

れていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、Ａ社が保管する給料台帳におけ



                      

  

る当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、平成 17 年 12 月 15 日は 25

万 2,000円、18年 12月 28日は 22万 8,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成

21 年８月 19 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

高知厚生年金 事案 229 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 17 年 12 月 15 日は 20 万円、18

年 12月 28日は 18万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 15日 

② 平成 18年 12月 28日 

    Ａ社から平成 17 年 12 月 15 日及び 18 年 12 月 28 日に賞与を支給され、

厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、事業主が当該賞与につ

いて、社会保険事務所に賞与支払届を提出していなかったため、厚生年金

保険料として納付されていない状況にある。 

Ａ社では、誤りに気付き、平成 21 年８月に社会保険事務所へ当該賞与

支払届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は

時効により納付できず、当該記録の訂正は行われたものの、保険給付は行

われない記録とされていることから、当該保険給付が行われるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する給料台帳等により、申立人は、平成 17 年 12 月 15 日及び

18 年 12 月 28 日に支給された賞与から厚生年金保険料を事業主により控除さ

れていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、Ａ社が保管する給料台帳におけ



                      

  

る当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、平成 17 年 12 月 15 日は 20

万円、18年 12月 28日は 18万 8,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成

21 年８月 19 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

高知厚生年金 事案 230 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 17 年 12 月 15 日は 74 万 5,000

円、18年 12月 28日は 83万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 15日 

② 平成 18年 12月 28日 

    Ａ社から平成 17 年 12 月 15 日及び 18 年 12 月 28 日に賞与を支給され、

厚生年金保険料が控除されているにもかかわらず、事業主が当該賞与につ

いて、社会保険事務所に賞与支払届を提出していなかったため、厚生年金

保険料として納付されていない状況にある。 

Ａ社では、誤りに気付き、平成 21 年８月に社会保険事務所へ当該賞与

支払届を提出したが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は

時効により納付できず、当該記録の訂正は行われたものの、保険給付は行

われない記録とされていることから、当該保険給付が行われるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する給料台帳等により、申立人は、平成 17 年 12 月 15 日及び

18 年 12 月 28 日に支給された賞与から厚生年金保険料を事業主により控除さ

れていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、Ａ社が保管する給料台帳におけ



                      

  

る当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、平成 17 年 12 月 15 日は 74

万 5,000円、18年 12月 28日は 83万 9,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成

21 年８月 19 日に申立てに係る賞与支払届を提出したことが確認できること

から、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

高知国民年金 事案 439 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年８月から 45 年３月までのうちの５年間の国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年８月から 45年３月までのうちの５年間 

    私は、昭和 47 年ごろ、市役所から過去の未納期間の国民年金保険料を納

付すれば国民年金の受給資格ができるという内容の特例納付を勧奨するハ

ガキが送付されてきたことを契機に、妻が、後日送付されてきた納付書に

より、過去の未納期間のうち５年分の国民年金保険料（月額 450 円）を銀

行で特例納付したにもかかわらず、38 年８月から 45 年３月までの期間が

未納とされているので、少なくとも当該期間のうち５年間はどうしても納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47 年ごろ、市役所から特例納付を勧奨するハガキが送付さ

れてきたことを契機に、妻が過去の未納期間のうち５年分の国民年金保険料

を特例納付したと主張しているが、当時、市役所が特例納付を勧奨するハガ

キを国民年金被保険者に送付していたことは確認できず、申立人の申立期間

に係る国民年金保険料を納付していたとされる申立人の妻は、国民年金保険

料の納付金額及び納付書の様式について記憶が明確でない上、社会保険庁の

記録によれば、申立人及びその妻は、申立期間の国民年金保険料を特例納付

したとされる時期以降においても、国民年金保険料の未納期間が見受けられ

る。 

また、申立人の妻が申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立期間のうち

昭和 40 年度は特例納付できない申請免除期間であり、ほかに申立人の妻が申

立人の申立期間に係る国民年金保険料を特例納付していたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

高知厚生年金 事案 231 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年 11月１日から 32年９月１日まで 

私は、昭和 31 年９月ごろからＡ社に再雇用され、一緒に再雇用された

同僚は 31 年 11 月１日に同社で厚生年金保険に加入しているにもかかわら

ず、私だけが申立期間について厚生年金保険に未加入とされているので、

厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出したＢ社（Ａ社の後継会社）の「40 年史」の記載内容、雇用

保険の加入記録及び当時の複数の同僚の供述により、申立人は、申立期間に

おいて、Ａ社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、当時の同僚は、「当時のＡ社では、厚生年金保険の加入について、

本人に希望の有無を確認の上、希望者のみを加入させていた。」旨を供述し

ている上、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿を確認したところ、申立人の長男は、申立期間中である昭和 32 年５月に

誕生しているにもかかわらず、申立人の被扶養者としては、申立期間後の 32

年 10 月８日に申立人の配偶者とともに認定されていることが確認できること

から、申立期間において、申立人は、厚生年金保険に未加入であったものと

考えられる。 

また、Ｃ社（Ｂ社から社名変更したＤ社の残務処理を担当）が保管する申

立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届を確認したところ、厚

生年金保険の被保険者資格の取得日は社会保険庁の記録と一致している上、

同社は、「当社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届により、

申立人が昭和 32 年９月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得しているこ

とが確認できることから、申立人が被保険者資格を取得する以前から勤務し



                      

  

ていたとしても、厚生年金保険料を給与から控除していたとは考えにく

い。」旨を供述している上、当時の複数の同僚からも、申立期間における申

立人の厚生年金保険の加入及び保険料控除の有無等についての供述は得られ

ない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立

内容を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

高知厚生年金 事案 232 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年４月１日から 34年４月 1日まで 

私は、Ａ事業所のＢ出張所に、期間雇用（数か月間から半年までの雇用

期間）労働者として繰り返し勤務しており、申立期間についても、同出張

所に勤務していた期間があるにもかかわらず、厚生年金保険に未加入とさ

れているので、厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間以前の期間における社会保険庁の記録により、申立人がＡ事業所

に勤務していたことは確認でき、当時の複数の同僚の供述により、申立人が

同事業所のＢ出張所に勤務していたことは推認できるが、申立人は、同出張

所に勤務していた期間を覚えていないと供述している上、当時の複数の同僚

の供述からも、申立人が同出張所に勤務していた期間を特定することはでき

ない。 

また、当時の同僚は、「自分も、Ａ事業所に期間雇用労働者として複数回

勤務していたが、厚生年金保険に未加入とされた期間（昭和 31 年４月から

36 年１月まで）があるなど、同事業所では、厚生年金保険に加入させてくれ

なかった時期がある。なお、厚生年金保険の加入の有無は、同事業所が決め

ていた。」旨を供述している。 

さらに、申立期間を含む前後の期間について、社会保険事務所が保管する

Ａ事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を確認したところ、

連番で被保険者の氏名が記載されており、申立人の記載が脱落した痕跡
こんせき

は認

められない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立



                      

  

内容を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

高知厚生年金 事案 233 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年７月 22日から 35年４月 21日まで 

    私は、昭和 33 年７月 22 日から 35 年４月 21 日まで、Ａ社に事務員とし

て勤務していたにもかかわらず、申立期間が厚生年金保険に未加入とされ

ているので、厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の複数の同僚の供述により、申立人は、申立期間において、Ａ社に事

務員として勤務していたことは推認できる。 

しかし、当時の複数の同僚は、「当時のＡ社では、厚生年金保険に加入す

るか否かは、本人の希望制であった。」旨を供述している上、社会保険庁の

記録により、申立人が記憶し、申立人と同じ職種（事務員）である同僚は、

申立期間当時、厚生年金保険に未加入であることが確認できることから、申

立期間当時、申立人は、厚生年金保険に未加入であったと考えても不自然で

はない。 

また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立期間を含む

前後の期間について、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保

険事業所別被保険者名簿を確認したところ、連番で被保険者の氏名が記載さ

れており、申立人の記載が脱落した痕跡
こんせき

は認められない。 

このほか、Ａ社には、申立期間当時の賃金台帳等の資料が無い上、当時の

同僚等からも申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除についての供述

は得られず、ほかに申立内容を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

高知厚生年金 事案 234 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年 11月１日から 42年 10月１日まで 

             ② 昭和 43年９月 25日から 45年５月まで 

私は、Ａ社に昭和 41 年 11 月１日から 42 年９月 30 日まで、Ｂ社のＣ支

店に 43 年９月 25 日から 45 年５月まで、それぞれ勤務していたにもかか

わらず、申立期間①及び②が厚生年金保険に未加入とされているので、厚

生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、社会保険庁のオンライン記録において、申立人の

記憶する同僚が、Ａ社で厚生年金保険に加入していることが確認できるこ

とから、申立人が同社に勤務していたことは推認できるものの、当時の同

僚の供述からは、申立人が同社に勤務していた期間を特定することはでき

ない。 

また、雇用保険の加入記録によると、申立期間①当時、申立人が雇用保

険に加入した記録は存在しない。 

さらに、当時のＡ社の事務担当者及び複数の同僚からは、「当時、Ａ社

には試用期間があり、その期間中は厚生年金保険に加入させてもらえなか

った。」旨の供述が得られた上、社会保険庁の記録によると、申立期間当

時の複数の同僚は、同社に入社したとされる日から、最短で３か月及び最

長で１年４か月経過した日に同社で厚生年金保険の被保険者資格を取得し

ていることが確認できることから、同社では、入社から厚生年金保険に加

入させるまでの期間について、区々の取扱いであったことがうかがわれ、

申立期間①において、申立人が厚生年金保険に未加入であったと考えても

不自然ではない。 

加えて、Ａ´社（昭和 63 年４月１日に名称変更）が保管する健康保険厚

生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書を確認したとこ



                      

  

ろ、昭和 40 年３月５日から 43 年２月７日までの期間において、同社で厚

生年金保険の被保険者資格を取得した者の中に申立人の氏名は見当たらな

い上、申立期間①の期間中である 42 年８月８日に、同社が社会保険事務所

に提出した標準報酬月額算定基礎届においても、申立人の氏名は確認でき

ない。 

２ 申立期間②について、申立人は、社会保険事務所が保管するＢ社の健康

保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、申立期間②当時、同社

で厚生年金保険の被保険者資格を取得している同僚の職種（Ｄ）を記憶し

ており、当該同僚も同社ではＤ（職種）であった旨を供述していることか

ら、申立人が同社に勤務していたことは推認できるものの、当該同僚の供

述からは、申立人が同社に勤務していた期間を特定することはできない。 

また、雇用保険の加入記録によると、申立期間②当時、申立人が雇用保

険に加入した記録は存在しない。 

さらに、Ｂ´社（平成 17 年７月 15 日に名称変更）及び当時の同僚は、

「当時は、内規により試用期間は７か月と定められていたが、実際には、

成績によって試用期間の長さを変えており、入社から１年半経過後に厚生

年金保険に加入する者が多く、中には厚生年金保険に未加入のまま退社す

る者もいた。」旨を供述しており、申立期間②において、申立人が厚生年

金保険に未加入であったと考えても不自然ではない。 

  加えて、Ｂ´社は、「厚生年金保険加入者については、支店から事業所

を経由して提出された申請書に基づき、本社が管理する加入者台帳に登載

することとしていたが、当該台帳及び健康保険組合名簿を見ても、申立人

の氏名は見当たらない。」旨を供述している。 

３ このほか、Ａ´社及びＢ´社には、申立期間①及び②当時の賃金台帳等

の資料は無い上、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も

無く、ほかに申立内容を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 


